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【目的】社会情勢や産業構造の変化に伴う社会的な要請をうけて産業医の職務範囲は時代に応じて変化し、労働

安全衛生法も状況に則して改訂されている。一方、歯科医師の職域での役割は事業場の診療所で診療を行うこと

が中心であった時代以降、職場のニーズに応じた活動の展開が報告されているが、法的な裏付けの希薄な中その

活動の方向性は明確でない。本研究では、産業保健分野に近しい歯科医師を対象に活動実態を把握するとともに、

受講希望の研修内容、産業歯科保健活動の課題の認識 について情報を収集し、今後の産業歯科保健活動のコン

センサスを検討することを目的とする。 

 

【方法】調査対象は、労働衛生コンサルタント有資格歯科医師、平成15-18年度日本歯科医師会産業歯科医研修

会アドバンストコース修了者、産業衛生学会会員の歯科医師639名である。平成20年1月中旬に無記名の自記

式質問票を用い郵送調査を実施した。質問項目は、以下の通りである。①全員に尋ねた項目： 記入日、属性（就

業地、性別、年齢）就業形態、資格・認定等の所有状況、地域保健活動への取り組みの有無、参加学会・研修会、

受講したい研修内容、今後の活動の希望の有無、活動実績、産業歯科保健活動の阻害因子および取り組むべき課

題、本調査への興味 ②最近一年間に実際に産業保健活動を行っている者に尋ねた項目：受け持ち事業場数、受

け持ち事業場の業種、受け持ち事業場の規模、従事している日数、産業保健活動の内容、かかわるきっかけ、報

酬額、活動の満足度 ③最近一年間に産業保健活動を行っていない者に尋ねた項目：実施しない理由。本調査実

施にあたり、日本歯科医師会および日本産業衛生学会に名簿使用の許可を得た。本研究は、産業医科大学倫理委

員会の承認を得ている。 

 

【結果】有効回答率は49％（312/639）であった。回答者のうち男性が83％で、50-59歳が39％、40-49歳が32％

であった。就業地は関東が4割と最も多く、開業医が65％、企業の勤務医は8％であった。約半数は労働衛生コ

ンサルタントの有資格者であり、OSHMSシステム監査員、産業カウンセラーなどの安全衛生関係の資格を取得し

ている者もいた。受講したい研修内容として産業保健・産業医学に関する基礎知識，職場での歯科保健活動の実

際例が挙げられていた。回答者の65%が歯科分野以外も含めて職域で活動したいと考えており、最近一年間に産

業歯科保健活動を行った実績があると答えた者は147名（47%）であった。実績がある者の活動内容としては歯

科健診が105名で最も多い一方、衛生教育または健康教育(54名)、職場巡視(30名)、作業環境に関する指導・

助言(23 名)などが挙がっていた。産業歯科保健活動の阻害因子として、法的基盤の希薄が活動実績の有無に関

係なく第1位であったが、実績がある者では歯科専門家の人材不足が第2位であった。自由回答式の記入欄には、

歯科健診の法制化に関する考え、歯科界での産業歯科保健の優先順位の低さ、現行の日本歯科医師会の研修会後

のフォローについての意見が記載されていた。 

 

【考察】産業保健分野における歯科医師の活動は法的な位置付けが曖昧であることから、歯科医師が労働衛生コ

ンサルタントを取得するなどして研鑽を積んでもその活路が見出せない現状がある。産業保健における有効な人

材活用のためには、労働衛生についての一定の技能を取得した歯科医師のより実践的な役割を今後検討していく

ことが必要であると考える。 
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